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「収容の在り方」に関する提言 
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１．収容の目的と身体の自由 
 収容の目的：送還手続の執行の保全 
 収容と身体の自由の関係に関する国際法上の見解： 
 ・身体の自由及び安全の権利＋恣意的逮捕又は抑留の禁止(自由権規約 9 条) 
 「恣意性」：合理性・必要性・相当性の欠如 
 ・送還目的の外国人の収容（国際法委員会「外国人の追放」条文草案(2014 年)第 19 条  

See, A/69/10 pp.14-15） 
      恣意的・刑罰的でないこと／特別な事情に限ること／合理的必要性がある一定期間

に限定すること（長期収容の禁止）／収容期間の延長を裁判所、司法審査又は他の

権限当局で決定／法で制定された基準に基づく定期的審査／被収容者に帰属する理

由以外で送還を執行できない場合は、収容を終止すること 
 関連文書：国際法委員会・国連人権理事会恣意的拘禁作業部会・国連移住者の権利に関

する特別報告者報告（日本）・自由権規約・拷問等禁止条約・人種差別撤廃

委員会等における関連文書多数 
 
２．収容期間の上限、収容についての司法による審査 
（１）上限 
①収容令書発付による収容から退去強制令書発付までの上限短縮を検討すること 

 現状：30＋30 日 
 提言：現状でもこれほどの期間を要していないことから、上限の短縮を検討すること 
（参照例）10＋10 日（刑事） 

子どもの収容で 2 週間を超えると欧州人権条約違反 
 ②収容全体期間の上限の設定を検討すること 
  （例）6 か月＋12 か月（EU 送還手続指令 2008/115/EC） 
（２）収容についての司法による審査 
  収容の合理的必要性および相当性判断において司法審査を検討すること 
 
３．仮放免の要件・基準 
・送還執行を円滑に行うために必要な場合のみ収容＝送還執行が一定期間内に可能であっ

て逃亡のおそれがある者のみ収容 
・退去強制を受ける者自身以外の理由で収容上限を超えてもなお送還できない（本国政府

の受け入れ拒否等）ことが明白な場合は退去強制一時停止又は延期（参照：カナダ）。こ



のうち、重大犯罪により罰せられた者等は、退去強制手続とは別の在留管理の枠組みでの

対応も検討すること 
・仮放免→収容代替措置として送還執行の準備期間の措置として機能させる 
・収容代替措置（ATD）：三者協議による住居提供等運用を仮放免の一部として拡大適用 
・現在の仮放免は他国 ATD 事例（コミュニティ対応等）を参考にしつつ改善 
・現行の仮放免を受ける者・被収容者の中に、保護対象者となる者がいないか再審査 
・被収容者に対して一定期間（例 60 日（カナダ））ごとに収容の必要性・相当性を審査 
 
平成 27 年 9 月 18 日「退去強制令書により収容する者の仮放免措置に係る運用と動静監視

について（通達）」 
仮放免対象者：傷病者はもとより、訴訟の提起・係属、難民認定申請中、旅券取得困難な

ど送還に支障のある事情を有するために、送還の見込みが立たない者 
→この基準は継続 
平成 30 年 2 月 28 日「被退去強制令書発付者に対する仮放免措置に係る適切な運用と動静

監視強化の更なる徹底について（指示）」についての提言 
仮放免を許可することが適当とは認められない者①から⑧（配布資料参照） 
①～④：収容して早期送還（重度の傷病及び早期に送還できない事情がある場合は退去強

制手続の一時停止・延期措置により他の在留管理下で対応を検討） 
⑤・⑧：条件違反及び逃亡のおそれがある場合は再収容（条件違反の内容確認を要する） 
⑥・⑦：平成 27 年通達通りに仮放免（ATD）＋難民、補完的保護、送還できない者の再

審査、保護対象及び危害の烈度・信憑性・本国での保護の欠如等の判断要素の明確化、迅

速処理 
 
４．その他収容の長期化を防止するための措置 
・第 2 回専門部会の提言（再レビュー・再チャレンジ・難民認定制度の見直し）の実施に

より収容長期化防止 
 再レビュー：保護対象明確化＋出国前リスク評価導入（法整備の必要性の検討） 
       ＋出国前リスク評価に加え再審情願の法整備の必要性も併せて検討 
 再チャレンジ：特定技能等の在留資格取得を許可 
 難民認定制度の見直し：保護対象・判断要素の明確化＋手続の見直し 
・空海港における上陸審査・一時庇護・上陸特別許可判断において、難民および保護対象

者の該当性判断に資する審査も併せて行い（当局側からの質問等で考慮）早期かつ適正判

断を通した保護判断の迅速化・3 者協議による措置の活用拡大・収容期間の短縮化を行う 








